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オーキン(Dworkin ; 1981a,b, 2000)、並びにマーク･フローベイ＝フランソワ・マニクエ
































題｣がない場合に関して行う。最後に 5 節で、結論が述べられる。 
 
2.  基本モデル 
2.1.  生産経済の技術的構造 
  時間の無限流列を { } 1, 2, , , t = T …… で表し、その要素をt で表す。各期t は一つの
世代の存在期間を表わし、 第t 期に存在する世代は人口の集合 { } 1, ,
tt t Nn = … で表されるも
のとする。但し、2










+ = と仮定する。すなわち、いわゆる人口成長の問題は捨象されている。 
  以下で考える生産経済では、ある私的財(コーン) y + ∈R が存在し1、これは労働と
土地(地球)を生産要素として産出されるものとする。 労働投入量は一般にl + ∈R で記述され、
土地(地球)は労働とコーンの投入‐産出関係を記述する生産関数
1: f + + → RR そのものに
体現されているものと仮定する。この
1 f は連続、強単調増加、かつ ()
1 00 f = な凹関数で
ある。コーンを生産するプロセスは、同時にある負の公共財z + ∈R (例えば、 2 CO などの温
暖化効果ガスや産業廃棄物など)の排出をも伴うものとする。すなわち、コーン生産過程は
負の公共財を結合生産する過程でもある。従って、労働投入に関する土地の包括的生産能
力は関数 : ++ + →× fR R Rとして定義され、任意の労働投入量l + ∈R に対して、
() () () ()
12 , lf l f l = f となる。但し、 ( )
2 f l は労働投入量l + ∈R によってコーンを ()
1 f l だ
け産出する生産過程において結合的に排出される負の公共財の量を記述する。単純化の為
に、 関数
2 : f ++ → RR も連続、 強単調増加、 かつ ( )
2 00 f = な関数であるとする。 よって、
包括的生産関数f もまた、連続、強単調増加、かつ、 ( ) 0 = f0 な関数である。 
  以上の生産技術に加えて、環境改善技術が存在し、これはコーン投下によって負
の公共財の排出量減少を可能にするものであり、環境改善関数 : g + − → RR として表現さ
れる。この関数は、各コーン投下量 y + ∈R に対して、 ( ) gy z = − だけの負の公共財の排出
量減少を関係づけるものである。以下では単純化の為に、この環境改善技術は、ある正の
実数 0 β > に関して、 () gy y β =− と表せるものと仮定しよう。 
  以上を総括すると、この経済に存在する生産可能性集合とは、私的財 y の free 
disposal の仮定の下で、以下のように定義される： 
( ) () () () { }





t i は共通の消費空間 0, Xl + +  ≡× ×  RR を持っている。
                                                  
1  以下、 + R は非負の実数空間、 − R は非正の実数空間、 ++ R は正の実数空間を表す。  4

















− である。これは 1 t − 期までに蓄積された負の公共財のストック量を表している。
この 1 t − 期までに蓄積された負の公共財のストックは以下のように定義される。すなわち、





() 1 1 11 0
1
t tt tt t
t Z Zz δδ
− ′ −− ′ −−
′= ≡⋅ + ⋅ ∑             (1) 










2.2.  世代間経路依存可能性を考慮した、個人のタイプの定式化 























→ R を持ち、これは ) 0,l +++  × ×  RR 上で強単調(労働時間および負の公共財


































  以上より、各世代経済の経済環境を記述するリスト 








eN u s Y
−−
∈∈








t i は潜在的効用関数 : t i uX + ×→ RR 、




































− − = とするものである。また、可能な潜在的効用関数のクラスをU 、同様に可
能な潜在的スキル関数のクラスをSで表すとしよう。 そのとき、 各世代の個人のプロフィー
ルは集合
nn × US 上から任意に抽出されることを意味する。 
 
                                                  
2  効用関数の強単調、連続、準凹性などは、ミクロ経済学における標準的な仮定である。これらの数学的定義について
は、例えば奥野正寛・鈴村興太郎『ミクロ経済学 I』(1984 年;岩波書店)の数学付録を参照せよ。  6
2.3.  世代間実行可能配分及び配分ルールの定式化 
ところで、集合
nn × US 上のいずれの要素が世代ごとに抽出されるかは天のみぞ知
る問題であり、先行世代の人間たちが制御することは出来ない。他方、こうして任意に抽

















































































ii i iN iN sl y zY
−


















1 t tZ A
−
s によって記載されるとしよう。 





= ∈ sS である――但し、任 7
意のt∈T に関して、 () t tt
t
i iN s
∈ ≡ s である――ならば、ある配分の歴史的流列




+ ∈∈ =∈ ×
TT ax R が( )
t








∈ = x 但し、
() 1 1 11 0
1
t tt tt t
t Z Zz δδ
− ′ −− ′ −−
′= = ⋅+ ⋅ ∑ ; 
(ii) 
t a は第t 期において ()
1 1
t tt Z Z
− − = ss の下で、一時的実行可能配分である。 
潜在的スキル関数の歴史的流列()
t












tt us に還元できる。以下では、第t 期における経済環境を () ,
tt t ≡ eu s で表し、一
世代において出現可能な経済環境の普遍集合を










なわち資源配分ルールとは、一つの社会的選択対応 ( ) : A ϕ
∞ ∞ →→ EE であって、これは






T eu s E に対して、世代間的実行可能配分の非空





T es を割り当てる多価写像である。 
 
























′=   に関して、 
(i) 
11 tt Z Z










11 tt Z Z




































































































3.1.  ｢責任と補償｣原理の定式化 
  鈴村＝蓼沼(2000)は、地球温暖化抑制政策の規範的原理として、ロナルド・ドゥオ













等しいスキル間での無羨望 (NEES)(No-Envy among Equally Skilled: Fleurbaey and 
Maniquet (1996)):  t ∀ ∈T,  ( ) ,
tt t ∀= ∈ eu sE ,  ( ) ( ) ,
tt t z ϕ ∀∈






∈ = x ,  ,























T e は集合 () ϕ




′∈T x の第t 成分である( ) ,





等しい選好に対する等しい厚生 (EWEP) (Equal Welfare for Equal Preference: Fleurbaey 
                                                  
3世代内資源配分問題に関する｢責任と補償｣論に関しては、鈴村・吉原(2000)及び吉原(2003)を参照せよ。 
  10
and Maniquet (1996)):  t ∀∈ T,  ( ) ,
tt t ∀= ∈ eu sE ,  ( ) ( ) ,
tt t z ϕ ∀∈







∈ = x ,  ,





























  以上の｢責任と補償｣論に基づく基本的 2 公理の議論を、世代間資源配分の規範的
基準へと自然に拡張することは可能であろうか？第一に、注意すべきことはここで言う｢責
任｣概念である。ドゥオーキンによれば、熟慮を伴って個人が判断した上で形成した選好の












                                                  
































T xe  






∈ = x ,  , tt ′ ∀ ∈T  s.t.  :
tt NN π
′ ∃→  with  ()
11 tt ZZ π
′ −−
= ss , 
tt iN ∀∈ , 
tt j N

























′ ∃→  with  ( )
















T eu s E , 










∈ = x ,  , tt ′ ∀ ∈T  s.t. 
:
tt NN π
′ ∃→  with  ()
11 tt ZZ π
′ −−
= ss , 
tt iN ∀∈ , 
tt j N
















































































Za a が確定する。但し、 
( )
() 1 1 1 11 0
1 1
t t tt tt t t
t t Z Zz δδ
− − ′ −− ′′ −−
′= ′= =⋅ + ⋅ ∑ a 及び  ( ) ,
tt t z







T eu s E において、ある世代間実行可能配分




TT T ax s がパレート効率的配分であるのは、以下の条件を満たす他の




TT T ax s       が存在しないとき、そのときのみである: 
(i)  () ()
tt
tt ∈∈ =
TT Za Za   ;  14
(ii)  t ∀∈ T, 
tt iN ∀∈ ,  ( ) ( ) ( ) ( )
11 11
11 ;; tt
tt tt t tt t
ii ii tt ux Z ux Z
−− ′′ −−
′′ = = ≥ aa      &  
t′′ ∃∈ T, 
tt j N
′′ ′′ ∃∈ , s.t.  ( ) ( ) ( ) ( )
11 11
11 ;; tt
tt tt t tt t
jj jj tt ux Z ux Z ′′ ′′
′′ ′′ − − ′′ ′′ ′ ′′ ′′ ′ −−






































この経済モデルでのパレート効率的配分の集合 ( ) P
T e は以下のように特徴付けられる。 
































tt z a は流列 ()
t






′= a は流列 ()
t
t∈T Za の 15
第 1 t − 構成要素である。 これは、 第t 期における負の公共財産出が ( )
tt z a である様な一時的
実行可能配分の集合である。ここで、流列 ( )
t












as a が、第t 期における負の公共財排出 ( )













as a   が存在しないときそのときのみである: 
(iii) 
tt iN ∀∈ ,  () ( ) ( ) ( )
11 11
11 ˆ ˆ ;; tt
tt tt t tt t
ii ii tt ux Z ux Z
−− ′′ −−
′′ == ≥ aa     , & 
tt j N ∃∈ , s.t.  ( ) ( ) ( ) ( )
11 11
11 ˆ ˆ ;; tt
tt tt t tt t
jj jj tt ux Z ux Z
−− ′′ −−
′′ = = > aa     . 
すなわち、t 期における負の公共財排出 ( )
tt z a の制約下で、この世代の全ての個人の効用水
準を同時に改善することが不可能である一時的実行可能配分を、 ( )
tt z a 制約下での一時的
パレート効率配分と呼ぶ。 ()
tt z a 制約の下での一時的パレート効率配分が、任意の第t 期に
おいて存在することは容易に確認できる。このとき: 
 









































































証明:    負の公共財産出の実行可能な歴史的流列 ( )
t
t∈T za を前提にする限り、配分










T sz a 上の実行可能配分は他には存





TT as z a   がパレート優越するとしよう。そのときには
少なくともある期t ∈T   における一時的実行可能配分
t a


















































証明:  Fluerbaey and Maniquet (1996)の定理 1 に基づいて、上記の帰結が導かれる。
Q.E.D. 
 

















ト効率的でなければならない。 かくして、 レンマ1より、 定理の主張が従う。          Q.E.D. 
 












T eu s E ,  










∈ = x ,  , tt ′ ∀ ∈T  s.t.  
:
tt NN π
′ ∃→  with  ()
11 tt ZZ π
′ −−








∈∈ ⋅ =⋅ ∑ ∑ ,  
tt iN ∀∈ , 
tt j N


















′ ≥ ]. 
 











T xe  






∈ = x , [ , tt ′ ∀ ∈T , 
tt iN ∀∈ , 
tt j N






′ = ]  18
⇒[ , tt ′ ∀∈ T , 
tt iN ∀∈ , 
tt j N

































T xe  





∈ = x ,  
[ , tt ′ ∀∈ T , 
tt iN ∀∈ , 
tt j N






′ = ] ⇒ [ , tt ′ ∀ ∈T  s.t.  :
tt NN π
′ ∃→  with 
()
11 tt ZZ π
′ −−
= ss , 
tt iN ∀∈ , 
tt j N





−− ′ = ]. 
 
世代間における一様な参照選好に対する等しい厚生:  u∈U   が社会的に参照すべき効用関数と


















∈ = x , [ t ∀∈ T , 






=   ] ⇒ [ , tt ′ ∀ ∈T s.t.  :
tt NN π
′ ∃→  
with  ()
11 tt ZZ π
′ −−
= ss , 
tt iN ∀∈ , 
tt j N









































iN Z fs l












T eu s E の下で、第 1 期世代の負の公共財排出
が () () { }
0
1 11
12 0 min , 1
i
Z
iN zfs l Z δ
∈ =− ⋅ ∑ であるとしよう。仮定 1 より、 ()
0 1
t zZ δ =−⋅ と
なる。以下、任意の第t 期世代の負の公共財排出が ( )
0 1
t zZ δ = −⋅であるとしよう。その場
合、任意の第t 期世代は常に先行世代が排出してきた負の公共財の蓄積されたストックとし
て
0 Z を引き受け、同時に後世世代に引き継がれる負の公共財を新たに ()
0 1
t zZ δ =−⋅ だけ
排出することになる。これは負の公共財ストックの実行可能な歴史的流列の一つの定常状
態の実現に他ならない。また、第 1 期世代の負の公共財排出が ( )
10 1 zZ δ ≠ −⋅である場合
には、第 1 期を除く任意の第t 期世代は ( )
01 1
t zZ z δδ   =−⋅ +  の負の公共財排出を行うこ
とにしよう。その場合も第 1 期を除くいずれの世代も
10 1 t Z Zz δ
− = + の負の公共財ストッ
クを先行世代より引継ぎ、 ()
01 1
t zZ z δδ   =−⋅ +  の負の公共財を新たに排出している。こ
の状態もまた、社会の第 2 期以降に関する負の公共財ストックの実行可能な歴史的流列の 20
一つの定常状態の実現に他ならない。 
ここで以下に定義されるような一つの配分ルールについて考えてみよう。今、労
働＝余暇と私的財の消費空間 0,l +  ×  R 上で定義される集合 ( ) ( ) ,, , B ly swを、 
() () () { } ,, , , 0 , B ly sw l y l y w s l y w s l + ′′ ′ ′  ≡∈ × − ≤ −  R  
と定義する。これは、単位労働当たり市場賃金率w ++ ∈R の下でスキルs ++ ∈R の個人が労
働時間供給と私的財の消費() , lyにおいて暗黙的に享受する予算集合である。また、消費空
間 X 上で定義されるベクトル () ( ) ( )




ii mu B ly s w Z X















































T eu s E ,  ( )( ) ,





  , 
t ∀∈ T,  ∃
t w ++ ∈R , s.t.   
価格
t w は環境() ,
tt us における一時的パレート効率配分( ) ,






tt t ij N ∀∈ ,  () () ( ) ( ) () ( ) ( ) ( )
1 1 11 ,, , , ; ,, , , ;
t t
t t
tt Z t t tt Z t t
ii jj ij umuB l y s w Z umuB l y s w Z






− は、世代間実行可能配分( )( ) ,










る。この条件下で、u   -参照世代間厚生等価予算配分ルール
uIGRWEB ϕ
  とは、任意の経済環境の
歴史的流列に対して、 各世代内の全個人の消費ベクトルが社会的参照効用関数u   で評価して
互いに無差別となるような、一時的パレート効率配分の歴史的流列である様な世代間実行
可能配分を割り当てるものである。 
                                                  
5  このルールはFleurbaey and Maniquet (1996)によって提唱されたu   -参照厚生等価予算ルールをここでの経済モデル



















































′ = であるときに、 もしtt ′ = であるならばこの公理を満たすことは、 Fleurbaey and 















∈∈ ⋅ =⋅ ∑ ∑ である状況を想定
しているので、t 期における一時的配分( ) ,












−− ′ < であることは、
11 tt
tt
tZ t t t Z t t
ii j j ij ys w l ys w l
′ −−
′
′ ′′ − ⋅⋅ <− ⋅⋅ である事を意味する。
その結果、
uIGRWEB ϕ
  の性質から、 
() ( ) ( ) ( ) () ( ) ( ) ( )
1 1 11 ,, , , ; ,, , , ;
t t
t t
tt Z t t t t Z t t
ii j j ij umuB l y s w Z umuB l y s w Z
′ − −
′











tZ t t t Z t t
ii j j ij ys w l ys w l
′ −−
′
′′ ′ −⋅ ⋅ < −⋅ ⋅           となる。 これはt 期における一時的資源配分の
一時的パレート効率性に反する。 よって、 このルールはこの公理を満たす。       Q.E.D. 
 






















∈ = x ,  , tt ′′ ′ ∀∈ T, [tt ′ ′′ < ]⇒[
11 tt Z Z



































∈ = x ,  t′ ∀∈ T , 
10 t Z Z
′− ≤ .6 
 
先に導入した仮定 1 の下では、
0 Z -持続可能性が公理として well-defined であることは容






T eu s E の下で、任意の第t 期世
代の負の公共財排出が ()
0 1
t zZ δ =−⋅ となるような負の公共財排出の歴史的流列が存在す
る。これは負の公共財ストックの実行可能な歴史的流列の一つの定常状態の実現に他なら
ないが、
0 Z -持続可能性公理が満たされている資源配分の歴史的流列を意味する。 
また、第 1 期世代の負の公共財排出が ( )
10 1 zZ δ ≠ −⋅である場合には、第 1 期を
除く任意の第t 期世代は ()
01 1
t zZ z δδ   =−⋅ +  の負の公共財排出を行うことにしよう。こ
                                                  
6  容易に確認できるように、この公理は｢負の公共財に関する単調性｣公理によって含意される。  23
の場合、 ()
10 1 zZ δ <−⋅ であるならば、結局、
10 1 0 t Z ZzZ δ
− = +< が成立する故に、
0 Z -
持続可能性公理が満たされている資源配分の歴史的流列を意味する。 




0 Z -持続可能性公理もいずれも満たすことを、 容易に確認できる。 配
分ルール
uIGRWEB ϕ





財排出計画として、 任意の第t 期世代の負の公共財排出が ( )
0 1















わち、任意の潜在的効用関数 () ; t i u ⋅⋅ に対して、ある効用関数 : t i uX → R が存在して、任意
の負の公共財ストック
1 t Z




− ⋅ = となる。同様の議論は、各個人のタイプ
を規定するもう一つの属性であるスキルについても当てはまり、各個人の潜在的スキル関
数は、すべて負の公共財ストックに対して定値な写像となる。すなわち、任意の潜在的ス







− = となる。 
 

















TT T ax s がパ
レート効率的配分であるのは、以下のような条件を満たす他の世代間実行可能配分




TT T ax s       が存在しないとき、そのときのみである: 
(i)  t ∀∈ T, 
tt iN ∀∈ ,  () ( ) tt
tt
ii ii ux ux ≥    &  
t′′ ∃∈ T, 
tt j N
′′′ ′ ∃∈ , s.t.  ( ) ( ) tt
tt
jj jj ux ux ′′ ′′
′′′ ′ >   . 





















T xe . 
 
同様に、制約下の一時的パレート効率配分に関しても、前節の議論と並行して定










TT as に対して、 この配分の蓄積された負の公共財ストックの実行可能な歴史的










Za a と記述される。但し、 
()
() 1 1 1 11 0
1 1
t t tt tt t t
t t Z Zz δδ
− − ′ −− ′′ −−
′= ′= =⋅ + ⋅ ∑ a 及び ( ) ,
tt t z
′ ′′ = ax  


















t∈T za と整合的な配分の集合を 
( ) ( ) ( )
1 ;;
tttt t t Az Z
− sa a  
で表す。但し、 ()
tt z a は流列 ()
t
t∈T za の第t 構成要素であり、 ( )
1 tt Z
− a は流列 ()
t
t∈T Za の第
1 t − 構成要素である。 これは第t 期における負の公共財産出が ( )






t∈T za と整合的な第t 期における一時的実行可能配分であって、以下の条件を満たす配分
() () ()
1 ˆ ;;
tt t t t t t Az Z
− ∈ as a a を、 第t 期における負の公共財産出 ( )




tt t t t t t Az Z
− ∈ as a a   が存在しないときそのときのみである: 
(ii) 
tt iN ∀∈ ,  () () ˆ tt
tt
ii ii ux ux ≥   , & 
tt j N ∃∈ , s.t.  ( ) ( ) ˆ tt
tt





t N の特徴が () ,





分() () ( ) ( )
1 ˆ ˆˆ ˆˆ ,, , ,
t
tt tt t t tt
ii
iN
zl y Z z A
−
∈
=∈ xs が、 環境 ( ) ,
tt t = eu s における一時的パレート効率
配分であるのは、他の一時的実行可能配分( ) ( ) ( ) ()
1 ,, , ,
t
tt tt t t tt
ii iN zl y Z z A
−
∈ =∈ xs         で、以下
の条件を満たす配分が存在しないとき、そのときのみである: 
(iii) 
tt iN ∀∈ ,  () () ˆ tt
tt
ii ii ux ux ≥   , & 
tt j N ∃∈ , s.t.  ( ) ( ) ˆ tt
tt




tt z a -制約下の一時的パレート効率配分に対して、パレート優越になる一時的パレー 26
ト効率配分が存在するが、逆は言えない。なぜならば今期の負の公共財排出を ()
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i)  () () ˆ ˆ ˆ , t tt
tt t
ii i iN iN sl y z










ttt t Az Z
− s 内のいずれの実行可能配分も、配分
．．．．．．．．．．．．．．．．























T eu s E において、
．．．．．

































  では、命題 3 で特徴付けしたようなタイプ以外に、いかなるタイプのパレート効
率的世代間配分が存在しうるだろうか？以下の命題がその問いに答える: 
 








T eu s E において、
．．．．．













:    





T ax s        with  ( ) ( )
tt tt = ux ux     ( ) tt ∀ < ,7  
[期間t ∈T において、( ) ,
tt z x     が( ) ,
tt z x をパレート優越する] 
⇒[ t′ ∃∈ T with tt ′ > , s.t. (1)( ) ,
tt z
′ ′ x     は( ) ,
tt z
′ ′ x をパレート優越しない; & 
 (2) () ,
tt z
′′ x     と( ) ,
tt z








命題 5:   全世代の全個人の効用関数が強準凹であるような任意の経済環境
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
                                                  
7  これは任意のtt < に関して、() ,
tt z x     と( ) ,







T eu s E において、
．．．． ．











:    





T ax s        with ( ) ( ) ,,
tt tt zz = xx       ( ) tt ∀ < , 
[期間t ∈T において、( ) ,
tt z x     が( ) ,
tt z x をパレート優越する] 
⇒[ t′ ∃∈ T with tt ′ > , s.t. (1)( ) ,
tt z
′ ′ x     は( ) ,
tt z
′ ′ x をパレート優越しない; & 
 (2) () ,
tt z
′′ x     と( ) ,
tt z
′ ′ x はパレート無差別ではない]. 
 
証明:  全世代の全個人の効用関数が強準凹である経済環境では、( ) ,
tt z x     と() ,
tt z x がパレ
ート無差別であるとは、() () ,,
















T eu s E における
p t -周期的一時的パレート流列であると言われるのは、
任意の 1, 2, , k = … に関して、期間
p kt ∈T における一時的実行可能配分
p kt a が経済環境
p kt ∈ eE における一時的パレート効率である場合である。そのとき: 
 








T eu s E において、ある世代間実行可能配分
．．．．．．．．．．．．．．．．












































1, 2, , k = …   及び、任意の

































T ax s       に関して、ある世代t ∈T が
あって、() () ,,
tt tt zz = xx       () tt ∀< かつ( ) ,
tt z x     が( ) ,
tt z x をパレート優越しているとし
よう。すると、() ,








kp tt > (但し 1, 2, , k = … )に関して、
kp t a はレッセフェールの下での一時的パレート効率配分である。ここで() () ,,
tt tt zz = xx      
() tt ∀< かつ、() ,




tt zz >   でなければならない。ここで、仮に
kp ttt < < であるような任意
の世代t において() ,
tt z x     は() ,
tt z x に対してパレート優位であるかもしくはパレート無差
別であるとしよう。すると、各世代において( ) ,




tt zz >   であるので、
kp ttt < < であるような任意の世代t においても
tt zz >   でなければならない。その結果、
11
kp kp tt Z Z
− − >   となるが、
kp t a はレッセフェールの下
での一時的パレート効率配分であることから、
kp t a が














































T eu s E ,  










∈ = x ,  , tt ′ ∀ ∈T  s.t.  
:
tt NN π
′ ∃→  with  ()
tt π
′ = ss  &  tt tt t t
tt tt
kk kk kN kN sl sl ′ ′′
′ ′
∈∈ ⋅ =⋅ ∑ ∑ ,  
tt iN ∀∈ , 
tt j N
′′ ∀∈ , [ tt
tt
ij ss ′
′ =⇒( ) ( ) tt
tt tt
ij ii ux ux
′ ≥  &  ( )( ) tt
tt tt
ji jj ux ux ′′
′′ ′ ≥ ]. 
 
世代間における一様な参照選好に対する等しい厚生:  u∈U   が社会的に参照すべき効用関数と

















∈ = x , [ t ∀∈ T , 
tt iN ∀∈ ,  t
t
i uu =   ]⇒[ , tt ′ ∀ ∈T s.t.  :
tt NN π
′ ∃→  with 
()
tt π
′ = ss , 
tt iN ∀∈ , 
tt j N
′′ ∀∈ ,  ( ) ( ) tt
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ij ii ux ux



































t ∀∈ T,  t tt
tt
k k kNsl n s l
∈ ⋅ =⋅⋅ ∑             (4) 
が成立することを意味する。ところで仮定 1 より、 ( )
20 f nsl Z ⋅ ⋅>である。従って、(4)
より、 (3)が成立する事はありえない。 すなわち、 矛盾が生じた。             Q.E.D. 
 














証明: 定 理3 の証明と同様の経済環境の歴史的流列を想定しよう。そのような経済環境に
おいて世代間における一様な参照選好に対する等しい厚生が要請する資源配分とは、全世
代の全個人が同一の消費ベクトルを割り当てられるような世代間実行可能配分のみである。


















証明:    定理 3 の証明と同様の経済環境の歴史的流列を想定しよう。 そのような経済環境に
おいてパレート効率性が要請する資源配分とは、その配分の歴史的流列の中に必ず負の公
共財排出が最大量 ()
2 f nsl ⋅⋅ に達するような世代の一時的パレート効率配分を含んでいる。
明らかにそのような配分は負の公共財に関する単調性公理を満たさない。         Q.E.D. 
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